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原子力発電に求められる役割原子力発電に求められる役割

エネルギー安定供給 温室効果ガス削減への対応

国内の総発電電力量の１／３を供給し、先進国最
低の自給率（原子力を除くと４％）を改善。
ウラン資源は政情の安定した国々に分散して賦存。
発展途上国を中心とする経済成長と人口増加によ
り資源価格が上昇しても、発電コストへの影響小。

出典；研究開発専門部会（第２回）資料第３号『我が国の原子力研究
開発を取り巻く状況について』

出典；Comparison of Energy Systems Using Life Cycle Assessment, 
WEC, 2004より作成

原子力の二酸化炭素排出量は太陽光、風力と同
程で、二酸化炭素削減の国際義務（京都議定書）
の達成に寄与。
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計9,958億kWh
(2006年度）

30.5％
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原子力研究開発の意義原子力研究開発の意義
＜原子力政策大綱＞（４－１．原子力研究開発の進め方）

原子力発電の公益性の維持のため、核燃料サイクルを含めた既
存技術の安全性、信頼性、経済性、供給安定性、環境適合性等を
絶えず改良・改善していく必要がある。

放射線利用の分野においても、研究開発を通じて様々な改良や革
新の可能性が提起されており、その実現は学術の進歩や産業の振
興をもたらす。

基礎的・基盤的な研究開発活動は、これらの原子力開発利用の技
術に関する基盤を維持し新たな概念を生み出していく。

原子力技術は、（核不拡散・核セキュリティの観点から）どの国を起
源とする技術かが厳格に追求され、自国産の技術でないと国際展
開等に不都合を生じることも少なくないために、他の分野に比べ、
我が国の独自技術を保有することを目指した研究開発を推進する
重要性が高い。

原子力研究開発は、その総合性のゆえに、研究開発手段である大
型研究開発施設等が他の科学技術分野に有力な研究手段を提供
する。

様々な段階にある研究開発課題に並行して取り組むことによって、
その波及効果として様々な技術革新のシーズを提供している。
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原子力委員会 研究開発部会でヒアリングを
行った原子力研究開発
-- 原子力政策大綱に示されている研究開発段階と研究開発項目に基づく整理原子力政策大綱に示されている研究開発段階と研究開発項目に基づく整理 --

既存軽水炉技術
の高度化

高速増殖炉サイクル
技術

再処理

高温ガス炉
及び水素製造

原子力安全研究
放射性廃棄物

処分技術

原子力共通基盤技術
（核工学、炉工学、材料工
学、原子力シミュレーショ
ン工学等）

保障措置技術

量子ビーム
テクノロジー

分離変換技術

核融合研究開発（ITER計
画及び幅広いアプローチ

（BA）活動）

小型加速器がん
治療システム

改良軽水炉技術

軽水炉全炉心MOX
利用技術

放射線利用

遠心法ウラン
濃縮技術の高度化

MOX燃料加工
技術の確証

基礎的・基盤的な研
究開発

革新的な技術概念に
基づく技術システム
の実現可能性を探索
する研究開発

革新的な技術システ
ムを実用化候補まで
発展させる研究開発

革新的技術システム
を実用化するための
研究開発

既に実用化された技
術を改良・改善する
ための研究開発

再処理の経済性の
飛躍的向上を目指す技術

高レベル放射性廃液ガラ
ス固化技術の高度化

RI等を利用した放射
線利用研究

第３回 研究開発専門部会（文部科学省、日本原子力研究開発機構、放射線医学総合研究所）

第４回 研究開発専門部会（資源エネルギー庁、原子力安全委員会、原子力・安全保安院、原子力安全基盤機構）

第５回 研究開発専門部会（電気事業連合会、電力中央研究所）
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研究開発予算の推移（１）研究開発予算の推移（１）

出典；文部科学省（研究開発専門部会（第３回）資料第１号『我が国の原子力に関する研究開発の状況について』）
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※平成１７年度１０月に日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構は統合し、日本原子力研究開発機構となった。

年度

＜文部科学省関連原子力予算の推移＞
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研究開発予算の推移（２）研究開発予算の推移（２）

出典；研究開発専門部会（第２回）資料第３号『我が国の原子力研究開発を取り巻く状況について』）

民間の原子力研究開発の支出額の推移
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参考 原子力産業実態調査報告（（社）日本原子力産業協会）

＜民間の原子力研究開発の支出額の推移＞
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研究開発予算の推移（３）研究開発予算の推移（３）

＜日本原子力研究開発機構の研究開発予算の内訳＞
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研究開発予算の推移（４）研究開発予算の推移（４）

約244億円
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な研究開発

革新的な
技術概念に基づく
技術システムの

実現可能性を探索
する研究開発

革新的な
技術システムを
実用化候補まで

発展させる
研究開発

革新技術システム
を実用化するため

の研究開発

既に実用化された
技術を改良・改善

するための
研究開発

安全確保対策に関する経費

（経済産業省）

ITER計画推進に関する経費

（文部科学省）
うち、経済産業省

うち、文部科学省

（ＦＳ、ＦａＣＴ）

軽水炉再処理技術の研究開発

（文部科学省）

＜原子力政策大綱に示されている研究開発段階毎の予算の構成分析＞
（エネルギー利用に関するもの）

出典；原子力委員会 「原子力研究、開発及び利用に関する計画について」より編集
注）上記出典資料より、エネルギー利用に関連する経費を抽出し事務局にて作成。

独立行政法人運営交付金事業を含んでいるため、目安額を示している。
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専門委員意見等（資源配分について）専門委員意見等（資源配分について）

重要そうなところに集中する等の対応を
しないと、結局は、ここで議論しようとし
ていることは実現できないのではないか。

新規のものを作るとき、安全
でないものをつくることはな
いわけであり、安全を切り分
けて考えることは難しい。安
全研究という仕分けで無理に
研究を分けるのは適切では
ないのではないか。

基礎・基盤研究
には管理、評
価はなじまない
のではないか。

「選択と集中」するので
はなく、いい研究を引き
上げていくという取組をし
てはどうか。

実用化に近い段階になるほど、
予算を集中することが必要で
あるが、基礎的な段階のもの
はそれに比べれば必要な予
算はずっと小額であると考え
られる。したがって、選択と集
中は段階に応じて考えるべき。

政策大綱で分類した４つ
のカテゴリへの投資（人
材や予算）の「適正バラ
ンス」についての「骨太
の方針」はあるのか。次
期の政策大綱でそういう
ものを審議するとか、原
子力委員会で別途考え
ることがあってもよろし
いのではないか。

古くなってきた大きな
施設の維持と管理に
多大にコスト（人、物、
金）がかかっている
ケースがないか気に
なる。事業者（JAEA）
から、「施設の廃止」
と「継続的な利用」の
戦略を聞いて、その
妥当性を確認しておく
必要があるのではな
いか。

１歩踏み込んでスクラップ＆ビ
ルドできるか、如何に具体的な
形で政策を評価し、目標を提示
できるか、基礎研究の充実の
再認識、フィージビリティという
軸が入っているかという指摘も
あるが、今後予算・人員をどう
配分するか、という観点から
突っ込んだ議論をしたい。

本来のR&D以外に、人材
育成、独立行政法人の評
価、人員削減をやってお
り、かなり大変な状況に
あると考えられる。本来業
務である研究開発の活動
が損なわれないかという
心配はないか。

大きなプロジェクトの
何％かは安全研究
に配分する、というよ
うなポリシーがある
べき。
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専門委員意見等（研究体制・評価について）専門委員意見等（研究体制・評価について）

かつては民間がや
ることについては、
国に立ち入らない
こととしてきたが、
原子力業界全体で
官民がうまく役割
分担して、研究開
発を進めていく新し
い仕組みが必要。
産学官連携につい
て新しい仕組みを
考えてことも重要と
考えている。

現場で課題が出
たとき、解決に
長期を要するよ
うでは現場での
解決につながら
ない。迅速に技
術開発を実施で
きる体制が重要。

研究を管理・統制され
ているような場には、
いい人はこないので
はないか。より自由な
雰囲気のところを好む
のではないか。できる
だけ、管理、マネジメ
ント的なところを後退
させた方がよいので
はないか。

海外では本当に必要
なところに人材を配置
するようなマネジメント
をしている。

適正な段階でのしっかりしたエンジニアリングジャッジが成
されないままに開発が惰性で進んでいるものがあるとする
と、研究ポテンシャルの無駄を生む大きな原因になる。「課
題の優先度についての認識にズレがないか？」、「研究開
発のポテンシャルを無駄にしていないか？」、「重複がない
か？」、「条件設定が適切に成されているか？」などの視点
で、「研究開発の惰性化やマンネリ化」、「研究課題の深化
のし過ぎ」、「取り組みが、本来目標からずれていってしまっ
ているものがないか」のようなケースはないか。

定期的にチェック
する体制、仕組み
が欠けているので
はないか。

巨大技術では、やめたときの責
任問題が大きいため、仕方なく
ずるずるといってしまうというこ
とがある。チェックポイントをつ
けたり、評価を行っても、結局
はそこからすり抜けてしまうの
ではないか。結局、もっとせっ
ぱ詰まって自浄作用が出るま
では、ずるずると現状が継続し
てしまうのではないか。

プロジェクトマネジメ
ント機能として、ホー
ルドポイントを設ける
ことが大切。原子力
は時間がかかるので
ブレないことは大切
だが、状況を見なが
らやり方を考えていく
こと必要。

関係者間の風通しをよくして、
よく相談して、原子力分野の
研究で実用化の芽の出ないも
のをどう整理していくかを考え
た方がよいのではないか。
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検討の視点①検討の視点①（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）

独立行政法人評価委員会による評価
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検討の視点①検討の視点①（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）

総合科学技術会議 - 優先度判定、改善・見直し指摘について -
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検討の視点①検討の視点①（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント））

（第７７回総合科学技術会議 資料1-2 平成２１年度概算要求における科学技術関連施策の重点化の推進について より）

平成２１年度概算要求における科学技術関係施策（エネルギー）（新規案件）
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検討の視点①検討の視点①（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）

（第７７回総合科学技術会議 資料1-2 平成２１年度概算要求における科学技術関連施策の重点化の推進について より）

平成２１年度概算要求における科学技術関係施策（エネルギー）（継続案件）（１/２）
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検討の視点①検討の視点①（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）

平成２１年度概算要求における科学技術関係施策（エネルギー）（継続案件）（２/２）

（第７７回総合科学技術会議 資料1-2 平成２１年度概算要求における科学技術関連施策の重点化の推進について より）
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検討の視点①検討の視点①（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）（原子力研究開発のプロジェクトマネジメント）

研究開発に関して取り組まれている評価は個別
プロジェクトに対する評価が多いのが現状。

その結果として、総花的に研究が継続してしまう
要因となっていないか？

原子力政策全体を横断的に見据え、すべてのプロジェ
クトを俯瞰的に評価する仕組みが必要ではないか？
「俯瞰的に評価する」視点は、組織全体、一つのプロ
ジェクト全体に対しても適用されるべきではないか？
総花的な研究が継続しないよう、時限的に研究を見直
すような仕組みが必要ではないか？
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検討の視点②検討の視点②（原子力利用に関して短期的に取り組むべき課題）（原子力利用に関して短期的に取り組むべき課題）

＜これらの取組による効果（例）＞
原子力発電による日本の発電量；３０３ＴＷｈ （２００６年）
設備利用率が１０％向上した場合、３０．３ＴＷｈを石炭火力で代替した場合に比較して、０．２９億ﾄﾝ
のＣＯ２排出削減
（排出原単位についてＰ．１のグラフを使用）
これは京都議定書基準年の温室効果ガス排出量（１２．６１億ﾄﾝ）の２．３％に相当する
更に５％の出力増強を考慮すれば、これら短期的な取組により、我が国の京都議定書の排出削減
割当（６％）の半分以上の削減が可能。

＜設備利用率の向上＞

欧米諸国
並に改善

＜出力増強＞

出力アップ

出力アップ
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検討の視点②検討の視点②（原子力利用に関して短期的に取り組むべき課題）（原子力利用に関して短期的に取り組むべき課題）

原子力政策大綱では、これらは「事業者が自ら資源を投じて実施すべき課題」

現状及び今後見込まれる国及び事業者の研究開発
投資の方向性に鑑み、国は短期的に取り組むべき課
題に対して、どのような貢献の仕方があり得るか？

「ただし、その成果が多くの事業者間で共有されることが望ましい場合や、そ
の研究開発の成功が公益に資するところが大きい場合等には、国が、その
内容を適宜適切に評価しつつ、共同開発の仕組み等を整備して、これを支
援・誘導することが妥当。」

ともしている。



18出典；新計画策定会議資料

設
備

容
量

（
万

ｋ
Ｗ

）

（年度）上図は、イメージを示すためのものであり、設備容量は５８ＧＷで一定と仮定。

既設の軽水炉
（４０年間運転

の場合）

既設の
軽水炉

（６０年間
運転

の場合） 新設の軽水炉
（６０年間運転

の場合）

高速増殖炉

五者協議会（文科省・経産省・原子力機構・電気事業者・メーカー）
ＦａＣＴプロジェクト（原子力機構）・実証炉開発の中核企業選定

次世代軽水炉プロジェクト
（経産省・電気事業者・メーカー）

【軽水炉の高度利用】
高経年化対策
稼働率向上

出力増強 等

検討の視点③検討の視点③（原子力研究開発の体制）（原子力研究開発の体制）
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検討の視点③検討の視点③（原子力研究開発の体制）（原子力研究開発の体制）

（研究開発専門部会（第５回）にて紹介）

The Sustainable Nuclear Energy Technology Platform －A vision report－

原子力エネルギーの発展と展開を期すための基本方針として、欧州委員会（ＥＣ）が提唱。

原子力分野における欧州産業界の競争力を維持するために、
以下に取り組むべきとしている。
・ ステークホルダー（industry, utilities, research organizations, 

universities,public bodies）がビジョンを共有すること。
・ 他の広範囲の政策(platform)に効果的なインパクトを与えること。

（GHG 削減、燃料電池、GNEP 等）
・ 研究開発がバラバラに行われている状況を改善すること。
・ 公的及び私的投資を結集すること。



20

検討の視点③検討の視点③（原子力研究開発の体制）（原子力研究開発の体制）

我が国において、上記に示すような内容が各機関（研究機関、
大学、民間等）でバラバラに取り組まれていないか？
国全体として原子力研究開発に取り組むために、基盤的な項
目を実施する体制を構築する必要があるのではないか？

３つの目標

①軽水炉（ＬＷＲ）

②高温ガス炉（（Ｖ）ＨＴＲ）

③高速炉（ＦＲ）

を掲げ、

これらを支える基盤的な項目として、

・革新的な燃料、材料の開発

・原子炉の設計、安全、材料、燃料に係る
シュミレーション技術と実験

・研究開発施設の維持・整備

・安全基準

を挙げている。
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原子力科学技術のもたらす便益を長期に
わたって享受するため、異なる発展段階
にある研究開発を並行して推進するべき。

費用対効果、官民分担、国際協力の活用
の可能性等の総合的な評価・検討を実施
し、「選択と集中」の考え方に基づいて、研
究開発資源を効果的かつ効率的に配分。

検討の視点④検討の視点④（原子力政策大綱の記載）（原子力政策大綱の記載）

＜原子力政策大綱＞
（４－１．原子力研究開発の進め方）

原子力政策大綱では、短・中・長期の活動を並行して取り組むべき
とし、研究開発資源を効果的かつ効率的に配分すべき、としている
が、そのための基本的考え方を明示すべきではないか。
資源配分に優先度をつけるとしたら何に基づくべきか。

既存軽水炉技術
既に実用化された技術を改
良・改善する段階

放射性廃棄物処分技術、改
良軽水炉技術、放射線を利
用した環境浄化技術

革新技術システムを実用化す
る段階

高速増殖炉サイクル技術
革新的な技術システムを実用
化候補まで発展させる段階

ITER計画、高温ガス炉による
水素製造、小型加速器がん
治療システム

革新的な技術概念に基づく技
術システムの実現可能性を探
索する段階

原子力安全研究、量子ビー
ムテクノロジー

基礎的・基盤的段階
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まとめまとめ

原子力政策大綱の記載についての課題

資源配分の考え方を明記すべきか？

原子力研究開発の体制についての課題

オールジャパン体制を構築するには？

原子力研究開発のプロジェクトマネジメント
についての課題

研究開発に関する評価のあり方は？

その他

原子力研究開発に係る資源・体制のあり方について
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＜論点ｰ１＞
原子力研究開発に係る

資源・体制のあり方
（第６回研究開発専門部会資料第３号再掲）

参考
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原子力研究開発に係る資源・体制のあり方
（問題認識）

国や民間の、原子力に対する研究開発投資が減少傾向にある中で、多くの大規模プ
ロジェクトが進行している状況下において、我が国の原子力技術の基礎基盤的な部
分から優先度の高い大規模な開発までをバランス良く支える観点から、国内外での協
力、分担を視野に、資金的、人的資源をどのように有効に配分していくか。
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人員減

原子力科学技術のもたらす便益を長期にわたって享受するた
め、異なる発展段階にある研究開発を並行して推進するべき。

費用対効果、官民分担、国際協力の活用の可能性等の総合
的な評価・検討を実施し、「選択と集中」の考え方に基づいて、
研究開発資源を効果的かつ効率的に配分。

＜原子力政策大綱＞
（４－１．原子力研究開発の進め方）

＜専門委員意見等＞
１歩踏み込んでスクラップ＆ビルドできるか、如何に具
体的な形で政策を評価し、目標を提示できるか、基礎
研究の充実の再認識、フィージビリティという軸が入っ
ているかという指摘もあるが、今後予算・人員をどう配
分するか、という観点から突っ込んだ議論をしたい。

関係者間の風通しをよ
くして、よく相談して、
原子力分野の研究で
実用化の芽の出ない
ものをどう整理していく
かを考えた方がよいの
ではないか。本来のR&D以外に、人材育成、独立行政法人の評価、

人員削減をやっており、かなり大変な状況にあると考
えられる。本来業務である研究開発の活動が損なわ
れないかという心配はないか。

海外では本当に必要
なところに人材を配置
するようなマネジメント
をしている。

予算減

＜原子力関係予算・人員の推移（例）＞
（研究開発専門部会（第２回）資料第３号『我が国の
原子力研究開発を取り巻く状況について』より作成）

大きなプロジェクトの何％かは安全研究に配分する、と
いうようなポリシーがあるべき。

問
題
認
識

参考
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原子力研究開発に係る資源・体制のあり方
（検討の方向性（案））

原子力を取り巻く国際動向や諸外国の原子力政策（原子力
産業政策を含む）、研究開発動向を勘案して、我が国が直
近に取り組むべき原子力研究開発について明確化する必
要があるのではないか。

原子力政策大綱では、短・中・長期の研究開発活動を並行
して実施すべきとしているところ、短期的に取り組むべき課
題に対して、十分に迅速に技術開発を実施できる体制、資
源配分のあり方について検討すべきではないか。

我が国の原子力研究開発は長期にわたって延々と実施さ
れているように感じられる。公的原子力研究開発のプロジェ
クトマネジメント機能について検証する必要があるのではな
いか。

参考


